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Ⅰ．はじめに
インターネット社会の到来がもたらす影響として、情報の伝達が従来の様な有体物（書籍・レコー
ド・DVD等）を媒介としてではなくて、無体物（インターネット等）が中心となりサイバースペー
スを通じて且つその伝達もクロスバーダーで行われるという特徴を有することで、その表現行為に従
来にない予想外の違法性が（名誉毀損とかプライバシー侵害等）とか無体財産としての知的財産権の
侵害（著作権とか商標権の侵害等）生じることとなる。
昨今様々なビジネス・モデルが構築されている中で、電子化が著作権の侵害に繋がるケースがとり
わけ問題視されている。
本稿では、主として、最近議論の多いインターネット取引と著作権とか商標権の侵害問題を中心と
して、それらの紛争例・裁判例を分析しつつ、今後のインターネット社会においてどの様に権利の保
護を図るべきかなどを議論するものである。
Ⅱ．インターネット社会の到来と知的財産権
（1）インターネット上の商取引と知的財産権の侵害
インターネット上での商取引に関連して知的財産権の侵害が問題となるのは、主として著作権と商
標権の場合であるが、後者の場合は特許権同様にインターネットに関する技術の保護という観点から
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論じられ、前者の場合では、インターネット上を流通する情報の保護という観点から論じられること
が多い1）。
（2）インターネット取引と商標権
インターネット上の商標保護という問題は、①インターネットのドメイン・ネームの問題、②イン
ターネット上の商取引に係るあらゆる商品のブランド保護の問題、③その商取引の渉外性からくる紛
争解決方法、④商取引に係るインターネットサービス・プロバイダ―の責任問題等が考えられる2）。
（3）ネットショップ取引と商標権侵害
前述したインターネット上の商取引に係る商品のブランド保護の問題に関しては、さまざまの形態
の商取引が出現しているが、経済産業省による平成 23 年 6 月の「電子商取引及び情報財取引等に関
する準則」によると、その取引形態としては、
①電子商店街（ネットシヨッピングモール）
②インターネット・オークション
等が例示されている3）。
ここで、対象となる商標権侵害の態様として、①ネット・オークションへの偽ブランド品等の出品、
②ショッピングモールにおける偽ブランド品の出品、③その他ウエブサイト上での偽ブランド品等を
譲渡する旨の広告等が説明されている。
Ⅲ．電子化と著作権侵害
（1）著作権における間接侵害
著作権法上認められている著作権などが侵害された場合、権利侵害として不法行為に該当し、損害
賠償請求により、これによって生じる損害を回復することが出来るとともに、著作権などの有する排
他機能の顕現としての差止請求権に基づき侵害行為及び侵害のおそれのある行為を排除することが認
められている（同法第 112 条第 1項）4）。
また、著作権法第 113 条の侵害と看做される行為を行う者に対しても、損害賠償請求権及び差止請
求権を行使することが認められている5）。
しかし、著作物などにつき、自ら物理的に利用行為をなす者以外の者に対してこの差止請求を行う
ことが出来るかどうかについては、現行法上では、必ずしも明確ではないと考えられている6）。
この点に関する裁判例での司法判断では、著作権などにつき自ら物理的に利用行為をなしたと云い
難い者を一定の場合に利用行為の主体であると評価して差止請求権を肯定した例とか、一定の幇助者
について侵害主体に準じるものと評価して差止請求を肯定した例や、著作権法第 112 条第 1項の類推
適用に基き差止請求を肯定した例などがある。
一方、特許法の場合には、第 101 条において、特許発明の実施にのみ用いられる物の生産・譲渡な
どの行為、及び発明の実施に用いられる物でその発明の課題の解決に不可欠なもので情を知りつつ生
産・譲渡などする行為を侵害行為と看做すこととされ、これらの行為が、第 100 条に基づく差止請求
の対象となることが明示されている7）。
そこで、著作権法上でも、物理的な利用行為の主体以外の者に対しても差止請求を肯定することが
できるかどうかの必要性等につき、以下に述べるように議論されている。
（2）著作権のビジネス化と法の乖離
近年のデジタル技術やネットワーク技術の発展により、コンテンツの利用に関する利便性を向上さ
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せて、コンテンツの新たな需要を惹起するような様々なサービス機器が登場している。しかし、その
ようなサービスを提供する行為の中には、従来では見られなかった侵害行為の幇助的な行為も存在す
る8）。
一方、現行の著作権法には、このような行為への差止請求に関する明確な規定はなく、従来の裁判
例においても一致した認識があるとは言い難い。
そのため、ユーザーの著作権侵害を助長するような行為を抑制し、且つ新たなサービスを提供する
者の予見可能性を確保するための対応についての検討が行われてきた。
元来、著作権については、他の知的財産権とは異なる認識が強く9）、特許権・実用新案権・商標権
などいわゆる工業所有権といわれる分野に比べて権利保護の意識が薄かった。
しかしながら、その後の経済活動の多様化・複雑化・インターネットの普及等によりその経済規模
が拡大するにつれてソフトウエア著作権を始めとする著作権についても、その開発に大規模な投資が
行われ、その経済的重要性が増し、その保護の明確な法的基盤の整備が要求されるようになる10）。
我が国の場合における知的財産権の間接侵害については、特許権の場合は、特許権者の権利の万全
たる保護を図るためには直接侵害以外にいわば擬制的な間接侵害の規定を特許法の改正により設定し
てきたが、欧米の場合とは異なり、同じ特許権でも医療特許の分野とか著作権の場合には、国民性の
ためか或はその経済性との兼ね合いからか、その保護には万全ではないようである11）。
その結果として、現実の経済的・社会的な活動の実態と法（ルール）との間に乖離が生じて、その
紛争解決のために、行政による法の解釈とか司法判断による両者の調整を行うかの対応を取り、最終
的には法の改正による解決を図るケースが多々あるようである。
その一例が著作権の間接侵害の問題であると考える12）。
（3）間接侵害類型の明確化
著作権の間接侵害の類型化は、これまで裁判例をベースとして行われてきたが、今後の間接侵害に
関する立法措置が講じられる場合にも、その侵害の対象が余りも広範囲とならないためにも類型化す
ることが必要だとの意見も多く、平成 19 年 10 月 12 日報告書「文化審議会著作権分科会・平成 19 年
度中間まとめ」13）でも差し止め請求が認められる範囲の明確化について、第 112 条において対応する
ことが適当であるとして立法例の検討を行いつつ、意見募集において、第 113 条により具体的な規定
を定めるべきとの意見が寄せられていることを踏まえて、今後具体的要件について検討が行うことと
された。
その報告書では、それぞれの学説上の類型と類似する次のような具体例が差し止め対象として想定
される範囲として類型化されている。
①権利侵害発生の場を提供しているケース
カラオケスナックの経営者の管理支配の下で従業員であるホステスに歌唱させているケースのほか、
同店において、客に歌唱させているケースなど（クラブキャッツアイ事件）
②権利侵害発生の「非物理的な」場を提供しているケース
ピアツーピア方式のファイル交換サービス（中央サーバー型）提供者など（ファイアローグ事件）
③侵害の用に供される物品等を侵害行為が行われている状態を知りながら、提供し続けるケース
著作権侵害が生じているカラオケ店に通信カラオケサービス等を提供するリース業者など（ヒット
ワン事件）
④権利侵害のみを目的とする物品を提供するケース
専ら特定のゲームソフトの改変のみを目的とするメモリーカードを輸入、販売し、他人の使用を意
図して流通に置いた者など（ときめきメモリアル事件）
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Ⅳ．電子化と著作権侵害に関連する主な紛争例
（1）海外での TV視聴サービス
（イ）まねき TV事件14）
まねきTV事件は、市販の「ロケーションフリーテレビ」を購入したユーザーからサービス提供者
（永野商店；被告）がその構成拠点であるベースステーションを預かり、その事務所内で保管・管理
し、インターネットを介して別の場所にあるユーザーのパソコンでテレビ放送の複製が出来るようにす
るサービスに関するもので、サービス提供者の行為が放送事業者（テレビ放送会社；原告）の送信可
能化権（著作権法 99 条の 2）及び公衆送信権（同法 23 条 1 項）侵害の該当の可否が争われたケース。
第 1審並びに第 2審では、ベースステーションによって行われている送信は、個別の利用者の求め
に応じて当該利用者が指定したアドレス向けに「1対 1」でなされており、公衆への送信にはならな
いから、ベースステーションないしこれを含む一連の機器は「自動公衆送信装置」とはいえず、ベー
スステーションに放送を入力する行為は送信可能化には当たらず、ベースステーションから行われる
送信も公衆送信には当たらないと判断、侵害を認めなかった。
然し、最高裁（第 3審）では、そのサービスが「公衆への送信にあたり違法である」との判断を示
し、第 1審・第 2審の判決を棄却した
（ロ）ロクラクⅡ事件15）
ロクラクⅡ事件は、「ロクラクⅡビデオデッキレンタル」との名称で、インターネット通信機器を
有するハードディスクレコーダーであるロクラクⅡの親子機器を有する 2台のロクラクⅡをセットと
して有償で貸与する事業に関するものであり、同サービスの利用者は手元に設置した子機ロクラクⅡ
を操作して離れた場所に設置した親機ロクラクⅡが受信する地上波アナログ放送のテレビ番組のデジ
タル化し複製した当該データを子機に送信させ子機に接続したテレビ等のモニターに該当番組データ
を再生して複製したテレビ番組を視聴することができる。この場合に、サービス提供者（日本デジタ
ル家電；被告）の行為が放送事業者（テレビ放送会社；原告）のテレビ番組についての複製権（著作
権法 21 条、98 条）を侵害するか否かが争われた。
第 1審は、当該サービスにおいて被告であるサービス提供者がテレビ番組の複製行為を管理支配し、
それによる利益を得ていると認定し、複製行為の主体は被告であるとし、被告の複製権侵害を認めた
が、第 2審ではサービスの提供者の行為主体性を否定し、原告の請求を棄却した。
然し、第 3審（最高裁）では、録画機器を業者が管理して放送を受信入力する場合は、複製の主体
は業者と看做すべきとの判断を行い、第 2審判決を破棄した。
（ハ）まねき TV・ロクラクⅡ両事件の比較
まねきTV（事業者；永野商店）並びにロクラク事件（事業者；日本デジタル家電）では、何れも
2台の機器を使用してインターネットで遠隔地同士を接続し、お互いの居住地域のテレビ番組を視聴
できるシステムで、これらの類似サービスに対しては、まねきTV事件を除きこれまでの下級審での
違法性肯定の結論が急遽覆り、第 2審の知財高裁ではいずれも適法の判断が出ていた。
しかし、今回の最高裁判決では再度その知財高裁の判断が覆される結果となり注目を浴びる結果と
なっている。また、ロクラク事件の知財高裁の判断基準となった「カラオケ法理」の否定に対しては
最高裁がどのような判断を示すかの点についても、きわめて興味のある点であったが、今回の最高裁
判決では、この「カラオケ法理（クラブキャッツアイ事件で問題となった利用行為者と言えない者を
支配性と利益という要素に着目して利用行為の主体と看做す考え方）」は採用されていないものの、
一定の理解が示されている。
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このように、第 2審の段階では、まねきTV事件では首尾一貫して適法性の判断が下されたのであ
るが、ロクラク事件では適法性・違法性の判断が揺れた。その第 1審と第 2審との結論の違いは、テ
レビ番組を録画する親機の所有権が異なることによるものである。
即ち、ロクラク事件のサービスでは、利用者は日本デジタル家電の親機をレンタルし、子機だけを
購入し、親機の所有権は日本デジタル家電にあり、親機の管理も同社が行っていたと認定され、親機
における番組の複製の主体は日本デジタル家電であり、そのサービスによる利益は放送業者の複製権
を侵害すると判断されたものである。
一方のまねきTV事件では、ソニーが販売する親機と子機を利用者が購入し、親機を水野商店に預
けるシステムであり、永野商店が預かった親機に対して電源やテレビアンテナ・インターネットの回
線の供給などの代行を行うに過ぎず、また親子機の動作は共通で、個々の親機はその利用者のための
子機にのみ番組を配信することで自動公衆装置には該当せず、放送事業者の著作権の侵害とはならな
いとした。
（ニ）J-Net Work サービス事件16）
本件では、放送事業者（NHK）である原告はインターネット配信サービス業者（被告）が運営する、
日本国内でテレビ放送された番組を海外居住者向けに有料で配信するサービスは、原告の有する著作
権隣接権（送信可能化権、複製権）等を侵害するものとして損害賠償の支払いを求めたものである。
この送信可能化権及び複製権侵害の成否については、上記まねきTV事件並びにロクラクⅡ事件と
最近相次いで最高裁の判断が下されており、このテレビ放送を有料のインターネット配信する事業が、
放送事業者の有する著作権隣接権（送信可能化権及び複製権）を侵害するものと認定された。
（2）書籍の電子化サービス
（イ）著作権の私的複製
著作権の制限規定の一つとして、私的使用のための複製としてその第 30 条第 1項で、個人的に又
は家庭内またはこれに準ずる範囲内で使用する場合には著作物の複製が許される17）。
即ち 30 条は、私的使用をする者が複製をする場合に限られ、私的使用をする者のために複製をす
る場合、例えば、私的使用目的の複製の代行業の場合は含まれないが、本人と同一視できる補助者に
よる複製は許される18）。また、複製行為は、著作物を使用する者自身が行わなければならない。例え
ば、友人による無許諾の複製行為は、複製権を侵害する。録画代行サービス業者による複製も同様で
ある19）。
本来的に複製権とは、著作権第21条により「著作者は、その著作物を複製する権利を専有する」と
規定され、同法第 2条 1項第 15 号では、「複製」を「印刷、写真、録音、録画その他の方法により有
形的に再現すること」と定義されており20）、プログラムの実行に伴うコンピュータの内部記憶装置へ
の蓄積は瞬間的かつ過渡的なものであって「複製」には該当しないとの解釈が一般的とされてきた21）。
一方、昨今のコンピュータの発達とインターネットの普及による新しいビジネス・モデルの出現で、
インターネット上での著作権がどのように認められるのかについての議論も盛んとなっている。
即ち、それは我が国では、コンピュータにおけるプログラムの蓄積が「複製」かどうかという問題
として論じられてきた。
この議論については、後述するように我が国では「複製」には該当しないという見解が一般的で
あった。しかしながら、世界の大勢としては、欧米ではこの一時的蓄積も「複製」とされており今後
その調整の必要性もあるかに思われる。しかし、こうしたネットを介した著作物等の流通については、
公衆送信権とか送信可能化権でだいたい抑えることが出来、複製の範囲を広げてもやはり複製権を大
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幅に制限する必要がありこと、プログラムの違法複製物の使用を一定の場合には著作権の侵害とみな
す 113 条 2 項の規定が既に存在することなどからの消極論もある22）。
尤も、このような著作権違反の有無の話になるのは、著作権者でない者が、他人の著作物である
データ等を送信して蓄積する場合に問題が生じるわけである。
（ロ）電子書籍化代行サービス業
最近このコンピュータへの一時的複製に関連して、いわゆる電子書籍化代行サービスが議論を呼ん
でいる23）。
このサービスでは、客から書籍を持ち込み又は郵送してもらい、PDF化した電子データをダウン
ロードしてもらう方式が一般的で、客から手数料を徴収することで、本来個人が自分自身で書籍を電
子化することは、著作権法で許されている私的複製であるが、業者が営利目的で電子化をすることは
違法との考え方も成り立つ24）。
このため、最近の新聞報道では、日本書籍出版協会（書協）は、これらのサービスの著作権違反の
疑いもあるとして各業者に警告文を送るとか、或いは書籍購入者に対して、第三者に依頼して電子化
をすることは違法であるとの文言をその奥付に記すなど検討中との由である25）。
この電子書籍化サービス業と著作権法との係り合いについての問題は、二つの側面があると考えら
れる。その一つは、電子化のために書籍をコンピュータに取り込む際に、その個人としての利用者が
そのデータをコンピュータに一時的に取り込み行為が、一時的蓄積に該当するかどうかという問題と、
今一つはその利用者が個人から依頼されて行うデータの取り込み行為が営利目的での使用行為となっ
ていないかという問題である。
前者については、我が国の現行の著作権法上では、個人による私的複製で違法ではないとの意見が
一般的であり、現状何の問題も生じないものと考えられる26）。
しかし、後者の問題は、業者が営利目的でこの私的複製をおこなうことが合法であるかどうかにつ
いては、今まで何らかの法的判断が下されたことはない。
（3）クラウド型音楽配信サービス
（イ）その実態と音楽配信サービス
（a）クラウド・コンピューテイング
「クラウド・コンピューテイング」の定義については、総務省の 2010 年 3 月「クラウド・コン
ピューテイング時代のデータセンター活性化策に関する検討会（報告書）」では、「一般的な定義はな
いが、情報通信ネットワークを通じてサービスを提供するに際しての様々な手法のうち、特定の方式
を指し示すものではなく、何らかの潮流全体を捉えた語と考えることが適当である」としている27）。
また、経済産業省の 2010 年 8 月 16 日の「クラウド・コンピューテイングと日本の競争力に関する
研究会」報告書では、「ネットワークを通じて、情報処理サービスを必要に応じて提供・利用する」
形の情報処理の仕組みを言うとされている28）。
更に、政府の IT戦略本部が 2009 年 7 月に策定した「i-Japan 戦略 2015」においては、「データサー
ビスやインターネット技術等が、ネットワーク上にあるサーバー群（クラウド＝雲）にあり、ユー
ザーは今までの様に自分の PCでデータを加工・保存することなく、『何処からでも必要な時に、必
要な機能だけ』利用することが出来る新しいコンピュータネットワークの利用形態」と定義する29）。
前述の経済産業省の報告書では、クラウド・コンピュ―テイングの本質的な特徴としては、
①ユーザー負担の軽減、② IT資本の性能・効果の向上、③情報環境の多様化・偏在化・リアル
タイム化、④大規模データ蓄積・共有という四つの側面からの進展が期待でき、経済社会への影響と
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しては、これまでの PC／Windows、商用 Internet／web に次ぐ情報通信技術の第三の変革（クラウド
コンピューテイング革命）が起きるとしている30）。
（b）クラウド型サービス
クラウド型サービスとは、ネットワーク上に置いた情報技術機器やデータ・ソフトウエアの通信回
線を通じて利用する「クラウド・コンピューテイング」の各種サービスの総称31）。
（c）音楽配信サービス32）
最近のいわゆる「音楽配信サービス」に関して米国で行われているものには、サーバー上の楽曲や
映像を個人が保有するスマートフォン（高機能携帯電話）やパソコンなど複数の機器で簡単に共有で
きるサービスがある。
（ロ）クラウド型サービスに関する法的諸問題
（a）知的財産問題（著作権侵害）33）
クラウド型サービスに関連する著作権法上の課題としては、平成 24 年 1 月の文化審議会著作権分
科会法制問題小委員会（第 6回）による『クラウド・コンピューテイングと著作権に関する調査研究
報告書』によれば、次の様なことが指摘されている。
①クラウド型サービスと著作物の利用行為主体との関係
クラウドサービスにおける著作物の複製の主体をユーザーと評価するのかクラウド事業者と評価す
るのか、換言すればクラウド上のサーバーにおける複製主体をどの様に評価するかが問題となる。ま
た、直接の行為主体でない間接的な関与者に対する差し止め請求を認めるかの間接侵害についても問
題となる。
②クラウド型サービスと複製主体がユーザーと評価される場合の 30 条 1 項（私的利用）該当性
ここでは、クラウド上のサーバーで行われる複製行為の主体がユーザーであると評価される場合、
当該複製が 30 条 1 項柱書に規定する「私的使用」即ち「個人的に又は家庭内その他これに準ずる限
られた範囲内において使用すること」を目的とするものと認められるかどうかが問題となる。また、
複製行為の主体がユーザーであり、更に当該複製が「私的使用」を目的とするものと評価される場合、
コンテンツの複製が行われるクラウド上のサーバーが 30 条 1 項 1 号の「公衆の使用に供することを
目的として設置されている自動複製機器（いわゆる公衆用設置自動複製機器）」に該当するかどうか
が問題となる。
仮に、サーバーが公衆用設置自動複製機器に該当するとすれば、私的使用を目的とする複製であっ
ても、30 条 1 項柱書に規定される権利制限は適用されず、著作権侵害該当することになる。
③クラウド型サービスと著作権法上の「公衆」概念との関係
次に、クラウド上のサーバーに記録されたコンテンツをユーザーの端末にダウンロードする際に行
われる送信行為の主体をどの様に考えるかの問題がある。即ち、送信行為の主体がユーザーであると
評価される場合には、ユーザー自身の端末へのダウンロード等は自動公衆送信や送信可能化に該当し
ないが、送信行為の主体がクラウド事業者である場合には、ユーザー端末への送信行為等が自動公衆
送信等に該当する可能性が生じる。
著作権法上は、自動公衆送信や送信可能化の該当性については、当該送信行為が「公衆」によって
直接受信されたものであるか否かは問題となり、著作権上「公衆」とは、不特定の者又は特定多数の
者をいう（2条 5項）ことから、当該送信行為においてクラウド事業者にとってのユーザーが「不特
定の者」又は「特定多数の者」に該当するか否かが論点となる。
（b）その他の法的問題
①セキュリテイー問題（情報管理）34）
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＊個人情報保護法（個人情報の保護・管理）
＊不正競争防止法 2条 4項（営業秘密の保護）35）
②ガバナンス問題（内部統制システム）36）
③クロスボーダーでの渉外的問題（外為法・租税法など）37）
（4）グーグルBooks 著作権侵害紛争－インターネットを通じた著作権侵害38）
グーグル社は、2003 年 Google Print プロジェクト（後のGoogle Book Search：グーグルブック検
索）という計画を発表し、翌 2004 年には米有力大学並びにニューヨーク公共図書館との間で、各図
書館の電子化を行い、このプロジェクトで検索出来ることで合意した。
然し、2005 年この電子化は著作権侵害に当たるとして、全米作家組合（The Authors Guild, Inc.）
がグーグル社をクラスアクション（Class Action：集団訴訟）として提訴した。
又、後に米国大手出版社 5社も提訴、これらの訴訟は 2006 年 10 月に併合された。
グーグル社は、本件はフェア―・ユースに該当するとの抗弁を主張したが、2008 年 10 月に原・被
告間で和解が成立した。
Ⅴ．我が国の知的財産権制度と著作権侵害問題への対応39）
コンピュータ社会の到来により、情報の流れが大きく変わり、これまでマス・メディア等限られた
送り手から一方的に送られるものであったのが、誰でもが情報の送り手となり得る時代にと変化して
きた。
この中で、コンピュータ・ネット・ワークが知的財産権について及ぼした影響として、ハードウエ
ア―については、特許法による保護が可能であるが、ソフトウエア―については、その技術的な性格
からして商標法とか著作権法とかによるその保護が万全なものであると言い難い。
我が国の著作権制度は、その制度そのものが科学技術の進展に大きく影響を受けるものであること
より、時代の変化に伴う新しいビジネス・モデルにも対応することが求められており、これまで様々
な複製手段、情報処理技術などの急速な技術進展が行われる中で、貸しレコード等のレンタル業、ダ
ビング業への対応、コンピュータ・プログラムの保護、データベースの保護、有線系ニューメディア
への対応、私的録音録画補償金制度の創設などその著作権法も頻繁に改正されてきた。
これらコンピュータ・ネット・ワーク時代における今後の著作権保護の検討については、政府の知
的財産戦略本部では、平成 20 年 11 月 27 日付けの報告書「デジタル・ネット時代における知財制度
の在り方について」の中で、今後の課題として次のような提案をしている。
①コンテンツの流通促進方策
②権利制限の一般規定（日本版フェアユース規定）の導入
③ネット上に流通する違法コンテンツへの対策の強化
Ⅵ．おわりに
平成 24 年 10 月から著作権法の一部改正の実施がなされるが、そこではインターネット利用におい
て、違法にアップロードされたと知りながら他人の著作物をダウンロードする行為に対して罰則規定
が追加される。
これまでも海賊版等の違法ダウンロードには罰則規定はあったが、違法ダウンロードには罰則規定
が無かったため、今回著作権保護の強化のための改正が行われたものである。
この改正を契機として、我が国の音楽配信各社がインターネット配信している楽曲コピー制限を撤
廃するとの動きもあり、新たな配信ビジネスへの拡大の気運が出てきた様に思われる。
西口 博之
－ 58－
注と参考文献
1） 相沢英孝「インターネット時代の知的財産法」『知財管理』Vol.49 No.6 729 頁。
2） 商標委員会・第一小委員会「インターネットと商標Ⅱ」『知財管理』Vol.49 No.6 795 頁以下。高橋和之・松井
茂記『インターネット法第 2版』有斐閣（2001 年）267 頁以下。
3） 同「電子商取引及び情報財取引等に関する準則」4頁以下並びに前掲「プロバイダー責任制限法商標権ガイ
ドライン」191 頁以下。
4） 中山信弘『著作権法』有斐閣（2007 年）469 頁以下。
5） 牧野利秋「著作権等侵害の主体」『著作権関係訴訟法（新裁判実務大系 22）』青林書院（2004 年）346 頁。
6） 上野達弘「著作権法における間接侵害」『ジュリスト』第 1326 号（2007 年）75 頁以下。
7） 水谷直樹「間接侵害」『ジュリスト』第 1227 号（2002 年）17 頁以下。杜下弘記「間接侵害」『（新裁判実務
大系 4）知的財産関係訴訟法』青林書院（2002 年）257 頁以下。
8） 田村善之「デジタル化時代の著作権制度－－著作権をめぐる法と政策－－」『知的財産法政策学研究』Vol.23
（2009 年）15 頁以下。
9） 盛岡一夫「著作権の法的性質」『著作権法と民法の現代的課題－－半田先生古希記念論集』法学書院（2003
年）60 頁以下並びに道垣内正人「国境を越えた知的財産権の保護をめぐる諸問題」『ジュリスト』第 1227 号
（2002 年）52 頁以下などを参照。著作権と特許権との関係として、特許権の排他性は絶対的であるが著作
権の排他性は相対的であること、また前者は公益的な色彩がつよく「公法」的な性格を有するが、後者は
「私法」的な色彩が強いなどの比較が可能であるかと思う。しかし、後者の著作権は「私法」的である割に
は、当初はむしろ経済（ビジネス）活動とは縁が薄く、前者の工業所有権（産業財産権）の方が縁の深かっ
たものが、昨今では同じ様な状況下になりつつあるように思える。
それは、例えば、特許法の範疇でも医療関連の特許は人道的な色彩の強いもので特許法の保護が不要である
との考え方とか、著作権は経済活動とは縁が浅いとの考え方が普通であったのが、昨今は何れも経済活動と
は縁が深まってきていることが注目される。
10）経済変化と知的所有権との関係については、小野耕三・渡部温『実際の知的所有権と技術開発－－着想の発
明化と発明の構造化－－』日刊工業新聞社（1995 年）25 頁以下を参照。
また、その保護のための法的基盤の必要性については、作花文雄「法解釈における著作権制度の体系及び構
造」『著作権法と民法の現代的課題－－半田先生古希記念論集』法学書院（2003 年）25 頁以下参照。
11）上記注 9）を参照。
12）吉田広志「国際的知的財産権侵害における問題点」『知的財産法政策学研究』Vol.20（2008 年）61 頁参照。
13）文化審議会著作権分科会（第 23 回）議事録配布「資料 3」第 6節いわゆる「間接侵害」に係わる課題等につ
いて（司法救済ワーキングチーム関係）参照。
14）弊稿『CIPIC ジャーナル』第 191 号並びに 201 号を参照。
仮処分：平成 18 年 8 月 4 日東京地裁決定：平成 18 年（ヨ）第 22022・22027 号
抗告審：平成 18 年 12 月 22 日知財高裁：平成 18 年（ラ）第 10009・10014 号
追加申立審：平成 19 年 1 月 31 日知財高裁：平成 18 年（ラ）第 10006・10011 号
第 1審：平成 20 年 6 月 20 日東京地裁判決：平成 19 年（ワ）第 5765 号
第 2審：平成 20 年 12 月 15 日知財高裁判決：平成 20 年（ネ）第 10059 号
第 3審：平成 23 年 1 月 18 日最高裁判決：平成 21 年（受）第 653 号
15）注 14）に同じ
仮処分：平成 19 年 3 月 30 日東京地裁決定：平成 18 年（ヨ）第 22046 号
第 1審：平成 20 年 5 月 28 日東京地裁判決：平成 19 年（ワ）第 17279 号
第 2審：平成 21 年 1 月 27 日知財高裁判決：平成 20 年（ネ）第 10055・10069 号
平安女学院大学研究年報 第 13 号 2012
－ 59－
第 3審：平成 23 年 1 月 20 日最高裁判決：平成 21 年（受）第 758 号
16）平成 23 年 9 月 5 日東京地裁判決平成 22 年（ワ）第 7213 号。判例時報第 2153 号 93 頁以下参照。
17）作花文雄『著作権法－－基礎と応用』（第 2版）発明協会（2005 年）277 頁参照。
18）中山信弘『著作権法』有斐閣（2010 年）245 頁参照。
19）渋谷達紀『知的財産法講義Ⅱ』有斐閣（2007 年）247 頁参照。
20）山本隆司「複製権侵害の成否」牧野・飯村『著作権関係訴訟法』青林書院（2004 年）308 頁参照。
21）前掲中山信弘『著作権法』有斐閣（2010 年）213 頁以下参照。
22）駒田泰士「いわゆる一時的複製について」『コピライト』2000 年 8 月号、23 頁参照。
23）平成 22 年 9 月 20 日付け日本経済新聞（朝刊）参照。
24）前掲日経新聞記事の「この新サービスは、著作権法上は微妙な位置にある。著作権法は個人が自ら楽しむ範
囲で書籍や音楽等の作品を複製する場合は「私的複製」に当たり、作家等の著作権者に許可をとる必要はな
いとしている。だが、複製行為の主体が事業者の場合は許可が必要になる」の論評のほか「認定の仕方に
よっては書籍の電子化代行サービスは利用者が行為者で、事業者はその手足として複製しているに過ぎず、
私的複製の範囲内という見方もできる」（文化庁ワーキングチーム座長大渕哲也東京大学教授談）を参照。
25）平成 23 年 2 月 26 日付け読売新聞参照。
26）電子化のためのデータのコンピュータへの一時的取り込みは、再製ではあるが違法と評価されないのは、著
作権法 47 条の 5第 2項の自動公衆送信又は特定送信を補助する事業者が送信の障害の防止等のために必要
な複製を行うことを認める規定からも判断できる。
27）総務省 2010 年 3 月「クラウド・コンピューテイング時代のデータセンター活性化策に関する検討会」『クラ
ウド・コンピューテイング時代のデータセンター活性化策に関する検討会報告書（案）』6頁以下参照。
28）経済産業省 2010 年（平成 22 年）8月 16 日「クラウド・コンピューテイングと日本の競争力に関する研究
会」報告書 13 頁以下参照。
29） IT 戦略本部平成 21 年 6 月 30 日「IT戦略の今後の在り方に関する専門調査会」『i-Japan 戦略 2015～国民主
役の「デジタル安心・活力社会」の実現を目指して～Towards Digital inclusion & innovation（案）』－－用 1
頁参照。
30）前掲注 28）「クラウド・コンピューテイングと日本の競争力に関する研究会」報告書 13 頁参照。
31）濱野敏彦「クラウド・コンピューテイングの概念整理（1）」『NBL』第 918 号 27 頁。
浦本直彦「クラウド・コンピューテイングにおけるセキュリテイーとコンプライアンス」『情報処理』Vol.50
No.11（2009 年）1099 頁以下。文化審議会著作権分科会法制問題小委員会報告書「クラウド・コンピューテ
イングと著作権に関する調査研究」9頁以下参照。稲月修「クラウド・コンピューテイングと企業情報シス
テムの構造変革」『知的資産創造』2011 年 11 月号 44 頁以下参照。
32）平成 24 年 1 月 9 日付け並びに平成 24 年 2 月 23 日付け日本経済新聞（朝刊）参照。また平成 24 年 2 月 22
日付け日本経済新聞（夕刊）参照。
33）岡村久道「クラウド・コンピューテイングと著作権」『コピライト』2011 年 12 月号 12 頁以下参照。
34）濱野敏彦「クラウド・コンピューテイングの概念整理（4）」『NBL』第 922 号 64 頁以下参照。
（a）個人情報保護法 16 条、22 条、23 条 1 項等（個人情報の保護・管理利用）
個人情報の取り扱いについては、個人情報保護法（個人情報の保護に関する法律）においてその取扱い
が規定されている。
特に、データの利用、外部保存の観点においては、個人情報の第三者への提供につき、第 23 条におい
て、一部の例外を除き、本人の同意を得ずに個人データを第三者に提供することが禁じられている。ま
た、第 16 条において、収集時に特定された利用目的以外の目的で、本人の同意を得ずに個人情報を取
り扱うことが禁止されている。
西口 博之
－ 60－
35）長谷川俊明『リスクマネジメントの法律知識』日本経済新聞社（2007 年）164 頁以下参照。
不正競争防止法は、業者間の公正な競争等を確保するために制定された法であり、営業秘密の適切な管理方
法について、「営業秘密管理指針」の中で、具体的に当該情報を他の情報と区別して、より高度な管理を行
うことを要求しており、従って社外サーバーへの情報の保管は、管理状況によっては、営業秘密としての保
護を受けられぬ懸念も生じる。
36）岡村久道編『クラウド・コンピューテイングの法律』民亊法研究会（2012 年）66 頁参照。
企業としての内部統制システムの構築義務は、元々米国の 1992 年の COSOレポート並びにその後 2003 年の
COSO-ERM等に由来するものであって、会社法及び金融商品取引法が求める内部統制システムは、2002 年
の米国の SOX法とそれを取り込んだ「日本版 SOX法」にベースを置く。
37）前掲経済産業省「クラウド・コンピューテイングと日本の競争力に関する研究会」報告書
（a）稼働保証
我が国企業が米国にクラウド型サービスのサーバーを設置した場合、米国愛国法（USA Patriot Act）が
適用され、捜査の対象とされ、サーバーのサービス提供が停止される懸念がある。
（b）特定技術
外為法 23 条 3 項では、「特定技術を内容とする情報の送受信」をしようとする者に対して、経済産業省
の許可が必要となり、クラウド型サービスを受けるユーザー企業はクラウド型サービスにおいて送受信
する情報が「特定技術」に該当刷るか否かを確認する必要がある。
（c）国際課税
クラウド型サービスが、日本国外に存在するサーバー、ソフトウエアにより提供され、そのサービスか
ら収益を受けた場合、何処の国の税法の下で課税対象となるかという国際課税の問題が生じる。
38）山本隆司「米国Google ブック検索訴訟の和解が持つ意味－－図書館関係者への助言」『情報管理』第 52 巻第
7号（2004 年）416 頁以下。松田政行・増田雅史「Google Books 問題の最新動向及び新和解に関する解説
（上）（下）」『NBL』第 918 号（2009 年）・921 号（2010 年）44 頁並びに 50 頁以下。坂本博「グーグル和解
問題と国際的著作権保護」『レファレンス』平成 22 年 6 月号参照。文化審議会著作権分科会国際小委員会平
成 22 年 1 月『国際裁判権・準拠法ワーキングチーム報告書』34 頁以下。増田雅史・生貝直人『デジタルコ
ンテンツ法制～過去・現在・未来の課題』朝日新聞出版（2012 年）92 頁以下。作花文雄「Google 検索シス
テムをめぐる法的紛争と制度上の課題（前編）」『コピライト』2007 年 7 月号 27 頁以下参照。
39）相沢英孝「コンピュータ・ネット・ワーク時代の知的財産法」『ジュリスト』第 1117 号 86 頁以下。坂東久
美子「コンピュータ・ネット・ワーク時代における著作権施策の展開」『ジュリスト』第 1117 号 126 頁以下。
平安女学院大学研究年報 第 13 号 2012
－ 61－
The Internet and Intellectual Property Rights :
In Relation to the Recent Copyright Disputes
NISHIGUCHI, Hiroyuki
As a result of the widespread use of the Internet, a greater amount of information is exchanged
between people and organizations today than even a decade ago. This is of course true not just within
a country but across national boundaries. Whereas the increased interactions over the Internet have
brought about positive outcomes, they also have produced heretofore unexpected undesirable
consequences, which include frequent occurrences of infringements on intellectual property rights
such as trademarks and copyrights. In this paper, I make an attempt to analyze the recent cases of
disputes involving trademark and copyright breaches and discuss how we can cope with the
trademark or copyright protection problems, and how we can come up with workable solutions in a
society which is heavily dependent on the Internet.
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